
(1) 令和５年度の採用と退職の状況            

(2) 職員数の状況と主な増減理由

（各年４月１日現在）

２　職員の給与について

  表１　人件費の状況（令和５年度一般会計決算見込）

  ※　人件費とは、議員及び委員の報酬、特別職の給与、職員給与、共済費、退職手当組合負担金などをいいます。

  表２　職員給与費の状況（令和５年度一般会計決算見込）

B

(注)　職員手当には退職手当組合負担金を含みません。

  表３　職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（令和５年４月１日現在）

一般行政職

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円

歳 円 円 円

（注）１　「平均給料月額」とは、令和５年４月１日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均です。

      ２　「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間外勤務手当などの　　　　　 

　　　　すべての諸手当の額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査において明らかにされているものです。

　　　　　また、「平均給与月額（国ベース）」は、国家公務員の平均給与月額には時間外勤務手当、特殊勤務手当等の　　　

　　　　手当が含まれていないことから、比較のため国家公務員と同じベースで再計算したものです。

類似団体 41.3 298,670 354,074 323,733

北海道 42.8 317,306 340,872 360,085

国 42.4 322,487 ― 404,015

（国ベース）

古平町 41.3 310,175 340,872 327,245

5,644

※　職員給与費とは、毎月支給される給料・扶養手当・住居手当・通勤手当などの各種手当と民間の賞与（ボー
ナス）にあたる期末勤勉手当及び冬季間の燃料手当にあたる寒冷地手当を合わせたものです。

区　　分 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額 平均給与月額

令和５年度 61 227,462 28,605 88,229 344,296

人 千円 千円 千円 千円 千円

一人当たり給与費

　　　　　　Ａ 給　 料 職員手当 期末・勤勉手当　　　　　計　　　　　Ｂ 　Ｂ／Ａ　　

4,059 557 13.7 13.8

区分
職員数 給　　与　　費

（参考）

        A        B    (B/A) 令和4年度の人件費率

令和５年度
      百万円      百万円        %                %

72 72 0

区      分
歳出額 人件費 人件費率

一般会計 61 61 0

増減なし特別会計 11 11 0

合計

区　　分
職員数

対前年増減数 主な増減理由
令和４年度 令和５年度

一般行政職 ２人 ０人 ０人 ４人

古平町の人事行政について

地方財政状況調査における一般会計に属する職員の給与と、全職員に共通する勤務条件等の人事
行政の状況について、次のとおり公表します。

１　職員の任免及び職員数について

職　種 採　用
退　職

定年 勧奨 自己都合



  表４　職員の初任給及び経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（令和５年４月１日現在）

円 円 円 円

円 円 円 円

※　職員の初任給は、職種、学歴、経験年数に基づき決定されます。

　表６　等級別職員数 （令和５年度末現在）

  表７　職員の諸手当の状況

 (1) 期末手当・勤勉手当

千円 千円

（令和4年度支給割合） （令和4年度支給割合）

期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当

 月分  月分  月分  月分

（ ）月分 ( ）月分 （ ）月分 ( ）月分 （）内は、再任用職員に係る支給割合

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

・役職加算　10％～15% ・役職加算　5～20％

・管理職加算　10～25％

(2) 退職手当（令和５年４月１日現在）

（支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年 （支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 定年前早期退職特例措置 その他の加算措置 定年前早期退職特例措置

（2％～45％加算） （2％～45％加算）

47.7090 47.7090 47.7090 47.7090

28.0395 33.2708 28.0395 33.2708

39.7575 47.7090 39.7575 47.7090

古平町 国

19.6695 24.5869 19.6695 24.5869

1.35 0.95 1.35 0.95

１人当たり平均支給額（令和4年度） １人当たり平均支給額（令和4年度）

1,315 1,627

2.40 2.00 2.40 2.00

合計 72 100.0

   職員には、一定条件のもと「表７」に例示する手当を支給しています。なお、退職手当は、北海
道市町村職員退職手当組合条例に基づき退職時の給料、勤務年数、退職事由に応じて定められた支
給率により支給されます。

古平町 北海道

５級 困難な業務を所掌する課長等の職務 4 5.6

６級 極めて困難な業務を所掌する課長等の職務 6 8.3

３級 主査又は係長の職務　主任の職務 35 48.6

４級 困難な業務を分掌する主査又は係長の職務 21 29.1

１級 定型的な業務を行う職務 4 5.6

２級 高度の知識又は経験を必要とする業務を行う職務 2 2.8

等級 級別の標準的な職務内容
合計

人 ％

教育長 515,000 議会運営委員長 177,000

議長 240,000 議員 162,000

町長 650,000

　６月　2.20月分
１２月　2.30月分
  計　　4.50月分

副議長 193,000

　６月　2.20月分
１２月　2.30月分
  計　　4.50月分

副町長 560,000 常任委員長 177,000

（令和５年度末現在）

　表５　特別職の給料月額等

区分 給料月額 期末手当支給割合 区分 給料月額 期末手当支給割合

368,050
一般行政職

大　学　卒 185,200 255,500 329,400 398,733

高　校　卒 154,600 217,800 296,875

10年 20年 30年
区　　　　分 初任給

経験年数



 (3) 時間外・休日勤務手当

千円 千円

千円 千円

 (4) その他の手当

児童手当
・３歳未満　15,000円
・３歳以上小学校終了前　10,000円（第3子以降は15,000円）
・中学生 10,000円

管理職員特別勤務手当

・週休日等に勤務した場合　12,000円
（6時間を越える勤務の場合、18,000円）
・週休日等以外の日の午前０時から午前５時まで
　の間に勤務した場合　6,000円

寒冷地手当

・世帯主かつ扶養親族のある職員 23,360円
・その他の世帯主である職員 13,060円
・その他の職員 8,800円
（毎年１１月から翌年３月に毎月支給）

単身赴任手当

・父母疾病その他の規則で定めるやむを得ない事情により配偶所と別
　居することとなり、配偶者の住居から在勤する勤務場所に通勤する
　ことが困難である職員 30,000円
・規則で定める距離以上である職員は通勤距離に応じて支給
（手当限度額70,000円）

通勤手当
・運賃全額支給限度額 55,000円
・交通用具(自家用車等)使用者は､通勤距離に応じて支給

管理職手当 管理職員に対して、一律に月額50,000円

扶養手当

・配偶者 6,500円
・扶養親族たる子 10,000円
・扶養親族たる子のうちに満15歳に達する日後の最初の4月1日から
　満22歳に達する日後の最初の3月31日までの間にある子 15,000円
・配偶者及び子以外の扶養親族 6,500円

住居手当
・家賃27,000円までの職員  16,000円との差額全額
・家賃27,000円を超える職員  超える額の1/2を11,000円に加算した額(手
当限度額28,000円)

手　当　名 内容及び支給単価
（令和５年４月１日現在）

職員１人当たり平均支給年額 131 125

令和４年度決算 令和５年度決算見込

支給実績 9,425 9,033



３　職員の勤務時間その他の勤務条件について

　※　ただし、幼児センターなどは異なった勤務形態となっています。

表９　休暇等の種類と内容

表１０　年次休暇（有給休暇）の取得状況（令和５年）

日 日 人 日 ％

４　職員の分限及び懲戒処分について

　表１１　分限及び懲戒処分の状況（令和５年度）

５　職員の服務の状況について

６　職員の研修の状況について

法務研修（基礎・実務） ５名

後志町村会研修（新採用） ２名

後志町村会研修（２年目） ２名

職員研修センター研修 ９名

　表１２　研修の状況

研修内容 受講者数

市町村アカデミー研修 ２名

懲戒処分

職務上の義務違反、公務員としてふさわしくない非行
がある場合などに、道義的責任を問うことにより、公
務における規律と秩序を維持することを目的として行
われる不利益処分であり、戒告・減給・停職・免職の
四種類がある。

なし

地方公務員法において、「すべて職員は、全体の奉仕者として公共の利益のために勤務し、且
つ、職務の遂行に当っては、全力を挙げてこれに専念しなければならない」と規定されていま
す。また、法令及び上司の職務命令に従う義務、信用失墜行為の禁止、職務専念義務、秘密を守
る義務、政治的行為の制限、争議行為等の禁止、営利企業等の従事制限などさまざまな義務や制
限が課せられています。

　職員の研修に関しては、「古平町職員の研修に関する要綱」において定められており、業務に
必要な知識又は技術を習得させるため、毎年度当初に職員研修計画をたてて実施しています。

区分 内　　容 処分状況

分限処分

勤務実績が良くない場合、心身の故障のため職務の遂
行に支障がある場合など、公務能率を維持することを
目的として行われる不利益処分であり、免職・降任・
休職・降給の四種類がある。

１名

総付与日数 総取得日数 対象職員数 平均取得日数 消化率

2,742 757 72 10.5 27.6

夏季休暇　３日以内

介護休暇

職員が配偶者、父母、子、配偶者の父母等で負傷、疾病又は老齢
により日常生活を営むのに支障があるものの介護をする場合

連続する２週間以上６月以内

育児休業 子が３歳に達するまでの期間

結婚　　　５日以内

特別休暇 忌引　　　死亡した親族の続柄により１日～１０日

（主なもの） 産前産後　　出産予定日の８週間前の日から出産の日後８週間を経過する日まで

区　分 内　　　容

年次有給休暇 １年に２０日で、２０日以内の残日数を翌年のみ繰り越せます。

病気休暇 負傷又は疾病のため療養する必要がある場合

始業 終業 休憩時間 閉庁日

8時45分 17時30分 60分間

土曜日及び日曜日

国民の祝日に関する法律に規定する休日

１２月３１日から翌年１月５日までの間

　表８　勤務時間の状況（令和５年４月１日）



７　職員の福祉の状況について

８　職員の利益の保護の状況について

2 令和５年度の後志公平委員会の状況

（１）　勤務条件に関する措置の要求の状況 なし

（２）　不利益処分に関する不服申し立ての状況 なし（継続審査中１件）

（３）　職員の苦情処理相談の状況 なし

　職員は、公平委員会に対して、給与、勤務時間その他の勤務条件に関する措置の要求や、
不利益な処分についての不服申立てを行うことができます。公平委員会では要求を審査した
り、不服申立てに対する裁決を行うなどの必要な措置を執ります。

福祉協会

福利厚生 保養施設利用助成、入院一時金、出産祝金

医療給付 退職後の職員のための医療費助成、入院見舞金、死亡弔慰金

貸付 育英資金貸付、一般貸付

生命共済 死亡・高度障害・医療入院などの保険事業

　表１３　福祉の状況

区分 主な内容

共済組合

短期給付 職員や家族の病気やけが、出産、死亡、休業、災害などの給付

長期給付 退職後の年金を給付

福祉 各種貸付、貯金、健診、保養施設運営などの事業

地方公務員法に規定されている職員の福利厚生制度は、北海道市町村職員共済組合及び北海道
市町村職員福祉協会が各市町村等と協力しながら実施しています。職員はすべて共済組合と福祉
協会に加入しており、各種の福利厚生制度を利用しています。また、職員は公務員災害補償法に
基づき、公務上や通勤途中での死亡・負傷・疾病などの災害に対する補償を受けることができま
す。


